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原子力規制検査の結果に基づく総合的な評定の通知について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

６１条の２の２第７項の規定に基づく総合的な評定について、同条第９項の規定に基づき、

別紙のとおり結果を通知します。 

 

 



 

 

別紙 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（北地区） 

核燃料物質使用施設 

令和４年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和４年度に原子力規制委員会が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の大洗研

究所（北地区）核燃料物質使用施設において実施した原子力規制検査の結果に関して、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 61 条の２の２第７項に基づく

総合的な評定は以下のとおりである。 

 

１．令和４年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制委員会は、令和４年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施

した。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、以下の検査指摘事項１件が確認された。 

 

○国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 大洗研究所 ホットラボにおける

ローカルサンプリングシステムの不適切な運用（追加対応なし、ＳＬⅣ（通知

なし））【第３四半期】 

令和４年６月６日に、ホットラボ（北地区：政令第 41 条該当使用施設）にお

いて、原子力検査官が設備の稼働状況を確認するために現場ウォークダウンを

したところ、ローカルサンプリングシステムの空気中の放射性物質の捕集部分

（以下「ローカルサンプリング端」という。）の一部（全 23 か所中８か所）を

停止させていることを確認した。 

事業者に確認したところ、ホットラボにおいて、少なくとも昭和 58 年３月か

ら長期にわたり室内空気のサンプリングに係る適切性を検討することなくロー

カルサンプリング端の一部を停止させていたとのことであった。これは、保安

規定に定める要求を満足していなかった。 

 

（２）安全実績指標の結果 

安全実績指標について、評価対象となった項目は年間を通じて「追加対応なし」

の状態であった。 

 

（３）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和４年度においては、検査指摘事項１件が確認されたが、重要度「追加対応な

し」であり、安全実績指標は年間を通じて「追加対応なし」であった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、検査指摘事項の是正

活動も含めて、特段の問題は確認されなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して
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おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

したがって、対応区分は第１区分とする。 

 

３．次年度以降の検査について 

令和５年度の原子力規制検査は、基本検査を行うこととする。 

検査計画については、以下の原子力規制委員会ホームページを参照。 

 

○検査計画一覧

https://www2.nra.go.jp/activity/regulation/kiseikensa/joukyou/plan_ichiran.html 
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別紙 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の別記施設 

令和４年度 原子力規制検査の総合的な評定について 

 

令和４年度に原子力規制委員会が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の別記施

設において実施した原子力規制検査の結果に関して、核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律第 61 条の２の２第７項に基づく総合的な評定は以下のとおりであ

る。 

 

１．令和４年度 原子力規制検査等の結果 

原子力規制委員会は、令和４年度において事業者等の活動に関して基本検査を実施

した。その結果は以下のとおりである。 

 

（１）原子力規制検査の結果 

基本検査を実施し、検査指摘事項等は確認されなかった。 

 

（２）安全実績指標の結果 

安全実績指標について、評価対象となった項目は年間を通じて「追加対応なし」

の状態であった。 

 

（３）その他事項 

なし。 

 

２．総合的な評定 

令和４年度においては、検査指摘事項等が確認されず、安全実績指標は年間を通じ

て「追加対応なし」であった。 

また、各監視領域での活動目的の達成に向けた改善活動には、特段の問題は確認さ

れなかった。 

対応区分は年間を通じて第１区分であり、各監視領域における活動目的を満足して

おり、パフォーマンスの劣化が生じても自律的な改善が見込める状態であると評価す

る。 

したがって、対応区分は第１区分とする。 

 

３．次年度以降の検査について 

令和５年度の原子力規制検査は、基本検査を行うこととする。 

検査計画については、以下の原子力規制委員会ホームページを参照。 

 

○検査計画一覧

https://www2.nra.go.jp/activity/regulation/kiseikensa/joukyou/plan_ichiran.html 
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別記 

 

大洗研究所（南地区） 核燃料物質使用施設 

大洗研究所 廃棄物管理施設 

核燃料サイクル工学研究所 核燃料物質使用施設 

原子力科学研究所 廃棄物埋設施設 

原子力科学研究所 核燃料物質使用施設 

原子力科学研究所 ＮＳＲＲ（原子炉安全性研究炉） 

大洗研究所（南地区） 高速実験炉（常陽） 

大洗研究所（北地区） ＨＴＴＲ（高温工学試験研究炉） 

原子力科学研究所 ＴＲＡＣＹ（過渡臨界実験装置）※廃止措置中 

原子力科学研究所 ＴＣＡ（軽水臨界実験装置）※廃止措置中 

原子力科学研究所 ＪＲＲー３ 

原子力科学研究所 ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置） 

核燃料サイクル工学研究所 再処理施設 ※廃止措置中 

原子力科学研究所 ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置） 

大洗研究所（北地区） ＪＭＴＲ（材料試験炉）※廃止措置中 

原子力科学研究所 ＪＲＲ－２ ※廃止措置中 

原子力科学研究所 ＪＲＲ－４ ※廃止措置中 

大洗研究所（南地区） ＤＣＡ（重水臨界実験装置） ※廃止措置中 

新型転換炉原型炉ふげん ※廃止措置中 

高速増殖原型炉もんじゅ ※廃止措置中 

人形峠環境技術センター 核燃料物質使用施設 

人形峠環境技術センター 加工施設 ※廃止措置中 

青森研究開発センター 原子力第１船原子炉施設 ※廃止措置中  
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